
議員提出第４号議案  

 

   下水道事業等における地方公共団体への国の積極的な支援を求め

る意見書  

 上記の議案を別紙のとおり、足立区議会会議規則第１３条第１項の規

定により提出する。  

  令和７年３月２４日  
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同         か ね だ    正 

同         へ ん み  圭 二 

同         佐 々 木  まさひこ 
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同         し ぶ や  竜 一 

同         富 田  けんたろう 

 

足立区議会議長   た だ 太 郎  様  

 

（提案理由）  

 国会及び政府に対し、地方公共団体が安定的かつ持続的に下水道施設

を機能させることができるよう求めるため、本案を提出する。  

 



下水道事業等における地方公共団体への国の積極的な支援を求める意見

書  

 

令和７年１月、埼玉県八潮市で発生した下水道管の破損が原因とされ

る大規模な道路陥没事故により、お一人が被害に遭われ、地域や周辺自

治体の約１２０万人の生活に甚大な影響を及ぼした。下水道は、１９９

０年代に建設されたものが多く、耐用年数から推察するとその多くが更

新時期を迎えている状況である。  

また、地方公共団体の下水道事業においては、使用料収入の減少や職

員数の減少による管理・運営状況の悪化に対し、広域化やＤＸをはじめ

とする効果的・効率的な取組が求められている。  

一方で政府は、地方公共団体に対して官民連携により下水道の維持管

理・更新を行うよう促しているが、思うように進んでいないのが現状で

ある。上下水道をはじめとした公共インフラの整備は、住民の生命と財

産に大きな影響を及ぼすため、国や地方公共団体の責任によって安全に

管理する必要がある。  

よって、足立区議会は国会及び政府に対し、地方公共団体が安定的か

つ持続的に下水道施設を機能させることができるよう、下記の事項につ

いて早急に取り組むよう強く求めるものである。  

記  

１  地方公共団体の下水道事業に対して、相談窓口の開設や専門家派遣

等の伴走型の支援体制を整えること。  

２  上下水道をはじめとする公共インフラの適切な維持管理・更新のた

めに、地方公共団体に対して積極的な財政支援を行うこと。  

３  地方公共団体において技術者不足が問題となっているため、技術者

不足の解消のための財政支援を行うこと。  

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。  

 令和   年   月   日  
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